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施策の基本目標 
 
１．学校教育の推進  

教育を取り巻く環境が大きく変化しつつある中で、いつの時代においても

子どもたちが未来への夢や希望を抱き、心身ともに健やかに成長し、多様な

可能性を伸ばしていく教育環境を築くことが重要です。 

このため学校教育においては、平成 18 年 12 月の教育基本法の改正及び、

平成 19 年 6 月の学校教育法の改正に基づき、子どもたちの「確かな学力」

や「豊かな心」などの「生きる力」の育成を目指して、それぞれの学校や地

域での創意工夫を活かした特色ある教育活動を展開します。 
 

２．生涯学習の推進  

国際化や情報化が進む現代社会では、「こころ」と「こころ」を結ぶコミ

ュニケーションづくりを充実することが求められており、「人のつながり」

を大切にした市民生活が重要となります。 

市民が互いに助け合いながら学んでいくとともに、世界の人々に誇れるよ

うな個性と広い視野を備え、社会情勢の変化に対応し自立して生きていける

「国際市民」に自らなっていくこと、また、次世代を担う青少年を「国際市

民」とするべく育んでいくことを目指して各種施策の推進に努めます。 
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基本目標を実現するために、次の三つの柱を基本施策とし、個別事業を

推進するうえでの指標とします。 
 

施策の体系 
 
 
 
 
 

 

成田の国際性や伝統文化といった、成田の個性を活かした教育を推進し

ます。また教育を通した各種交流を推進します。 
 
 
 
 
 
 
 

学校・家庭・地域が一体となった教育を推進し、子どもから大人までと

もに学び、成長していく教育を推進します。また、自ら学び考え行動する

ための「確かな学力」と「豊かな心」を育むための教育を推進します。 
 

 
 
 
 
 
 

市民が生涯を通して学び、スポーツ活動を行える環境づくりや学習成果

が発表でき、地域の活性化につながる環境づくりを推進します。 

柱１ 成田の個性を活かした国際交流・地域文化 

の発展を図る 

柱 2 子どもも大人もともに学び育つ教育を 

推進する 

柱 3 生涯を通して学びスポーツができる環境 

づくりを推進する 
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柱 1 成田の個性を活かした国際交流・地域文化の発展を図る 
施策の方向 

・ 英語教育及び国際理解教育の推進 

・ 市の資源を活用した多様な方法による国際交流の推進 

・ 海外帰国児童生徒や在住外国人に対する教育と交流の推進 

・ 歴史や伝統文化に学ぶ 

・ 文化財や伝統文化の保存継承 

 

総 合 評 価 A 目標達成に向けて順調に進んでいる 

評 価 所 見

英語教育及び国際理解教育の推進ついては、目指すものが子ど

も達一人ひとりの英語によるコミュニケーション能力向上に置

かれており、全国的にみても評価できるし、保護者のニーズにも

合致すると思う。ただ、特区として重点的に取り組んでいる学校

とそれ以外の学校とで、英語教育に対する教員の意識のずれがあ

るように思う。指導方針について教育委員会からしっかり周知し

てほしい。 
市の資源を活用した多様な方法による国際交流の推進につい

ては、国際こども絵画交流展開催事業を人的な交流にまで発展さ

せてほしい。 
歴史や伝統文化に関する資料については、今後、保存または作

成するだけでなく、市民の皆さんに活用してもらう方法まで検討

してほしい。 
評価指標：A 目標達成に向けて順調に進んでいる 

B 一部に課題が認められるが概ね目標に進んでいる 
C 課題が生じ目標達成は困難である 
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個別事業 
事業名 英語科研究開発事業 
担当課 教育指導課 H19 年度事業費 117,426 千円

H19 年度事業内容 

引き続き、特区の特例措置を適用し、成田地区 21 小学校で英語科を

設置し、20 分または 45 分の英語科授業を週 3 回実施する。また、18
年度実施の 2 中学校に 5 中学校を加え、成田地区 7 中学校において英

語科総授業時数を拡充し、実践的コミュニケーション能力の基礎の育

成を図る。また、成田小・中学校において、引き続き研究開発を行う。

評価指標① 対象校数 28 校（前年度 22 校） 
評価指標② 授業を受けた児童数 4,584 人（前年度 4,965 人） 

評価結果及び 
今後の方向性 

成田市が国より認定された「国際教育推進特区」の特別措置を適用

する特区研究開発学校の拡大に伴い、本事業における外国人英語講師

に係る予算は増加している。 
※ 内閣府の事業である「特区」は、平成 20 年度で廃止となり、文部

科学省に移管される。今後は、文部科学大臣の指定による「教育

課程特例校」として継続する。 

 
事業名 国際こども絵画交流展開催事業 
担当課 生涯学習課 H19 年度事業費 4,620 千円

H19 年度事業内容 

市内の小中学生からの作品 3,263 点、海外から 26 カ国 1,233 点の参

加があり、そのうち 1,163 点を展示。11 月 3 日には会場となる成田山

新勝寺大本堂第二講堂で表彰式を行い、特別賞を受賞した 20 名を表彰

した。 
市内学校・公共施設等への巡回展示を開催するとともに、ホームペ

ージに新しい応募作品を掲載した。また、図録を作成し、市内・海外

応募学校へ配布するなどにより、より高いレベルの作品出展を促した。

評価指標① 開催日数 延べ 16 日（前年度 16 日） 
評価指標② 入場者数 4,567 人（前年度 5,499 人） 

評価結果及び 
今後の方向性 

英語版ホームページを広く世界に紹介するとともに、作成した図録

の有効活用について検討したい。友好都市において展示会を実施する

等、過去の作品を活用し、海外と交流の輪を広げていきたい。様々な

国の子どもたちが描いた絵画にふれることにより、よりレベルの高い

活動の推進をめざす。 
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事業名 日本語教育補助員配置事業 
担当課 教育指導課 H19 年度事業費 6,942 千円

H19 年度事業内容 
外国人児童生徒に対する取り出しによる日本語指導、保護者に対し

ての通知文の翻訳等のため、日本語教育補助員 9 名を 8 小中学校へ配

置した。 
評価指標① 日本語教育補助員配置人数 10 名（前年度 9 名） 
評価指標② 補助員の指導児童生徒数 55 人（前年度 46 人） 

評価結果及び 
今後の方向性 

毎年増加する外国人児童生徒に適切な日本語指導をすると共に、そ

の保護者が学校教育への理解を深めるために必要な事業である。今後

は、日本語教育補助員配置校以外の外国人児童生徒への対応を検討し

ていきたい。 

 
事業名 市史編さん事業 
担当課 図書館 H19 年度事業費 5,812 千円

H19 年度事業内容 
・ （仮称）『大字別地域の事典』の刊行に向け調査を実施し、構成案

を検討した。 
・ 市史研究 32 号を発行した。 

評価指標① 市史研究冊子の作成 1（前年度 1） 
評価指標② 市史研究配布・頒布数 365 冊（前年度 347 冊） 

評価結果及び 
今後の方向性 

啓発や普及のためにも「成田市史研究」の発行を継続し、市史講座

等も引続き実施する。なお、今後は市民の活用を拡大すると共に利用

状況を把握する必要がある。  

 

その他の事業 

・ 小学校外国人英語講師派遣事業（教育指導課） 

・ 小中連携英語学習研究事業（教育指導課） 

・ 国際交流フェスティバル開催事業（生涯学習課） 

・ 史跡めぐり・歴史講演会等開催事業（生涯学習課） 

・ 三里塚御料牧場記念館管理運営事業（生涯学習課） 

・ 文化財保護・保存事業（生涯学習課） 

・ 指定文化財管理事業（生涯学習課） 

・ 文化財保存展示施設整備事業（生涯学習課） 

ほか 
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柱 2 子どもも大人もともに学び育つ教育を推進する 
施策の方向 

・ 学校・家庭・地域が一体となった教育体制の充実 

・ 各小中学校の特性を活かした教育の充実 

・ 青少年の健全育成 

・ 義務教育における教育内容の充実 

・ 教育施設の改善と地域への開放 

・ 義務教育における教育環境の整備 

・ 健やかな心と体づくり 

・ 学校規模の適正化及び通学区域の弾力化 

・ 幼児教育の充実 

・ 高等学校や大学などとの連携強化 

 

総 合 評 価 A 目標達成に向けて順調に進んでいる 

評 価 所 見

各小中学校の特性を活かした教育を充実させるためには、教員

の数と質は非常に重要である。優れた人材を募集するためには待

遇面等も見直す必要があると思う。また、各小中学校の特性を活

かした教育を進めていく中で、お年寄りとの交流や環境問題な

ど、様々な課題に取り組むことで、道徳教育にも通じるものがあ

るように思う。 
学力調査等のデータを義務教育にフィードバックさせる方策

を工夫してほしい。 
教育施設については、学校のバリアフリー化や耐震補強もかな

り進んでいるようで良いと思う。 
支払い能力がありながら給食費を滞納している保護者に対し

て、抜本的な対策を立てる時期が来ているのではないかと思う。

理不尽なクレーマーへの対策とあわせて、各学校長と連携して対

応する必要がある。 
幼稚園・保育園と小学校との関わり、高等学校と中学校との連

携などについては今後充実させてほしい。 
評価指標：A 目標達成に向けて順調に進んでいる 

B 一部に課題が認められるが概ね目標に進んでいる 
C 課題が生じ目標達成は困難である 
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個別事業 
事業名 放課後子ども教室推進事業 
担当課 生涯学習課 H19 年度事業費 285 千円

H19 年度事業内容 
放課後子どもプラン運営委員会を立ち上げ来年度実施に向け 6 回の

会議を開催した。平成 20 年度から児童ホームが無い地域より取り組ん

でいく。 
評価指標① 運営委員会開催回数 6 回（前年度 なし） 
評価指標② 参加人数 57 名（前年度 なし） 
評価結果及び 
今後の方向性 

市内 2 箇所（豊住、中郷）で平成 20 年度より実施予定。週 1 回毎週

木曜日に開催。年間 30 回程度実施予定。 

 
事業名 特色ある学校づくり事業 
担当課 教育指導課 H19 年度事業費 14,254 千円

H19 年度事業内容 

地域や学校の実態に応じ、校長のリーダーシップを基に自主性・自

律性を高め、特色ある学校づくりを進めた。 
児童生徒の生きる力をはぐくむために、各学校に研究委託を行った。

学校予算の活用と効果に関する調査研究を行った。 
評価指標① 学校数 41 校（前年度 40 校） 
評価指標② 事業数 194 事業（前年度 188 事業） 

評価結果及び 
今後の方向性 

学校長のリーダーシップが発揮され、各学校の特色ある教育を推進

していく上で、需要の高い事業である。 
各学校とも、本事業に対するより効果的な予算執行が遂行されるよ

うに指導助言する。 

 
事業名 家庭教育学級開催事業 
担当課 生涯学習課 H19 年度事業費 6,481 千円

H19 年度事業内容 

市内私立幼稚園 10 園含め全 51 学級（幼 10、小 31、中 10）で開設。

幼稚園 66 回（延べ 2,682 名）小学校 212 回（延べ 4,022 名）中学校

67 回（延べ 1,498 名）の参加実績。6 月 9 日に PTA との共催で、長田

百合子氏を講師にむかえ講演会を開催（参加者 145 名）2 月 14 日に大

栄公民館会場で家庭教育学級合同閉級式にて山口香氏を講師とする

「家庭教育講演会」を開催（参加者 330 名） 
評価指標① 総実施回数 345 回（前年度 345 回） 
評価指標② 延べ参加人数 8,202 人（前年度 7,779 人） 

評価結果及び 
今後の方向性 

家庭教育学級が、家庭の教育力向上のための支援、援助となるよう

内容等についてより一層工夫していく。重点課題として「読書」「環境」

「食育」を取り入れるよう奨励し、プログラム等の改善を図る。 
家庭教育学級へ父親の参加を呼びかけるとともに、学習の中で基本

的な生活習慣を身につけさせることの大切さを啓発するようにする。
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事業名 個性を生かす教育推進事業 
担当課 学務課 H19 年度事業費 150,478 千円

H19 年度事業内容 

推進教員の配置により、ティームティーチングや習熟度別学習等、

指導形態や指導方法を工夫しながら、児童生徒の興味・関心に応じた

授業展開に努めた。児童生徒の実態に応じた学習支援を行い、発展的

な学習・補充的な学習なども取り入れていくとともに、中学校におけ

る選択履修の充実を図り、個に応じた指導を推進した。 
（成田市少人数学習推進教員数 小学校 25 人、中学校 19 人） 

評価指標① 授業日数 214 日（前年度 214 日） 
評価指標② 推進教員授業受け持ち学級数 285 学級（前年度 256 学級） 

評価結果及び 
今後の方向性 

少人数学習推進教員を配置した効果について、市内の小中学校にお

いて調査を実施した結果、少人数指導の実施は児童生徒個々の学力を

伸ばすことに効果があることが実証された。 
引き続き、本事業により、学校においてより良い成果があげられる

よう、学校訪問や様々な場面を通して校内の体制づくりに働きかけて

いく。 

 
事業名 学力調査事業 
担当課 教育指導課 H19 年度事業費 8,604 千円

H19 年度事業内容 
標準学力検査は、小学生 6,544 名、中学生 2,862 名が検査に参加し

た。各校が学力を分析し報告集を作成した。報告集を参考に指導計画

を作成し、学習指導に活かすことができている。 
評価指標① 参加児童生徒数 9,890 人（前年度 9,705 人） 
評価指標② 児童生徒の学力把握 41 校（前年度 40 校） 

評価結果及び 
今後の方向性 

児童生徒全員に学力調査をおこなうことにより、学力向上、学習状

況を把握することができ、この結果を踏まえて、状況に応じた学習計

画を立案するため必要な事業である。一人ひとりのニーズに合わせた

学習計画を立案するためにも維持継続が望ましい。 

 
事業名 小中学校施設維持整備事業 
担当課 学校施設課 H19 年度事業費 199,155 千円

H19 年度事業内容 
小学校焼却炉撤去工事、遊具改修工事、小御門小学校便所改修工事、

大栄中学校中庭改修工事、西中学校多目的室改修工事等を実施した。

評価指標① 工事件数 124 件（前年度 23 件） 
評価指標② --- ---（前年度---） 
評価結果及び 
今後の方向性 

危険度・老朽化の著しい施設から順次整備を進める。 
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事業名 小学校仮設校舎整備事業 
担当課 学校施設課 H19 年度事業費 11,614 千円

H19 年度事業内容 平成小学校にて 6 教室を借り上げた。 
評価指標① 借上げ件数 1 件（前年度 1 件） 
評価指標② 稼働率 100％（前年度 100％） 

評価結果及び 
今後の方向性 

学区内の児童数の増加に加えて、少人数学習・習熟度別指導への対

応に伴い、教室不足が生じているため、学校適正配置の見直しによっ

て今後の施設整備に関する方向性が決定するまでの間、仮設校舎を借

り上げて必要な教室を確保した。 

 
事業名 小学校校舎耐震補強事業 
担当課 学校施設課 H19 年度事業費 12,283 千円

H19 年度事業内容 
滑河小校舎、成田小便所棟の補強設計、成田小渡り廊下・配膳室の

改築設計を実施した。 
評価指標① 耐震補強設計棟数 4 棟（前年度 2 棟） 
評価指標② 耐震化率 87％（前年度 87％） 

評価結果及び 
今後の方向性 

多くの児童等が一日の大半を過ごす学習、生活等の場であり、その

安全性の確保は極めて重要であることから、国・県並びに地域住民か

らも早期実現が求められている。構造耐震指標の数値の低い順に、補

強工事を進めていく。 

 
事業名 小中学校屋内運動場耐震補強事業 
担当課 学校施設課 H19 年度事業費 122,168 千円

H19 年度事業内容 
久住一小・中郷小・豊住中の耐震補強設計、下総中耐震補強工事を

実施した。 
評価指標① 耐震補強設計棟数 3 棟（前年度 5 棟） 
評価指標② 耐震化率 58％（前年度 58％） 
評価結果及び 
今後の方向性 

児童生徒の活動の場としてはもとより、災害時の避難施設としても

重要である。早期に整備を図っていく。 

 
事業名 中学校バリアフリー整備事業 
担当課 学校施設課 H19 年度事業費 3,788 千円

H19 年度事業内容 
遠山中屋内運動場に、身障者用トイレ及び車椅子用スロープを設置

した。 
評価指標① 多目的便所整備率 60％（前年度 50％） 
評価指標② エレベーター整備率 10％（前年度 0％） 

評価結果及び 
今後の方向性 

身障児等の学習環境を改善するほか、地域コミュニティーの拠点と

して、学校施設のバリアフリー化を図る必要がある。各校と協議のう

え、順次整備を進めたい。 
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事業名 小中学校就学援助費支給事業 
担当課 学務課 H19 年度事業費 32,264 千円

H19 年度事業内容 
経済的理由により就学が困難な児童生徒の保護者に学用品費等及び

学校給食費を支給した。 
評価指標① 申請件数 485 件（前年度 不明） 
評価指標② 認定児童生徒数 481 人（前年度 468 人） 

評価結果及び 
今後の方向性 

文部科学省からの要保護及び準要保護者に係る補助事業の適切なる

実施の通知を受けて行われているもので、本制度の周知を一層図りな

がら、今後も継続していく必要があると思われる。 

 
事業名 教育支援センター運営事業 
担当課 教育指導課 H19 年度事業費 10,405 千円

H19 年度事業内容 
不登校児童生徒の学校復帰を目的に、カウンセリング、教科指導、

学校との連絡会、保護者会の開催等を行った。 
評価指標① 指導員数 7 名（前年度 7 名） 
評価指標② 通所人数 27 人（前年度 21 人） 
評価結果及び 
今後の方向性 

不登校児童生徒が増加している中、学校復帰を目指す教育支援セン

ターは、今後も必要不可欠である。 

 
事業名 教育センター運営事業 
担当課 教育指導課 H19 年度事業費 61,521 千円

H19 年度事業内容 

1．教職員研修事業 34 回、延べ 1,612 名参加 
2．教育相談事業 相談件数 397 回 
3．学校支援ボランティア活用事業 延べ 813 回 1,989 名 
4．情報教育推進事業 ヘルプデスク相談件数 97 回 
5．特別支援教育推進事業 指導員学校訪問件数 445 件  

評価指標① 研修実施回数 34 回（前年度 32 回） 
評価指標② 参加者数 1,612 人（前年度 1,589 人） 

評価結果及び 
今後の方向性 

今日、教育課題が山積する中、児童生徒の生きる力を育んでいくた

めには、教職員一人一人の資質向上が不可欠である。そのために、今

後も今日的教育課題等に対応するために研修事業をより充実させる必

要がある。また、教育相談については、不登校、いじめ、問題行動等

が増加する中で、専門家による相談活動は大変有効であり、今後も維

持継続が必要不可欠である。 
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事業名 学校給食事業 
担当課 学校給食センター H19 年度事業費 869,346 千円

H19 年度事業内容 

市立小中学校 41 校（小学校 31 校 中学校 10 校）及び幼稚園 1 園

の児童生徒に対し給食を提供した。 
年間給食日数：本所・玉造分所 195 日 

下総分所 190 日 
大栄分所 190 日 

評価指標① 年間給食日数（本所） 195 日（前年度 195 日） 
評価指標② 年間給食日数（下総・大栄分所） 190 日（前年度 190 日） 
評価指標③ 年間給食数 2,026,088食（前年度1,992,474食）

評価結果及び 
今後の方向性 

成長期にある児童生徒の健康の増進、体位の向上を図ることはもち

ろんのこと、正しい食事のあり方、望ましい食習慣を身につける等、

食育の推進においても大変重要な事業である。 

 
事業名 学校適正配置検討事業 
担当課 教育総務課 H19 年度事業費 4,950 千円

H19 年度事業内容 
学校教育をとりまく環境が大きく変化し、学校規模の格差が拡大し

てきたことを受け、市内全域の学校適正配置を再検討し、新たな方針

を定めた。 
評価指標① 説明会開催数 1 回（前年度 なし） 
評価指標② 統廃合・増改築・学区調整実施数 なし（前年度 なし） 
評価結果及び 
今後の方向性 

各地区・学区での保護者・住民説明会を実施し、学校適正配置の実

現に向けて、対象学区・地区との協議を進めていく。 

 
事業名 私立幼稚園就園奨励費補助事業 
担当課 学務課 H19 年度事業費 101,923 千円

H19 年度事業内容 
私立幼稚園に在籍する園児の保護者に対して世帯の課税状況に応じ

保育料及び入園料の一部を補助した。 
評価指標① 申請園児数 1,391 人（前年度 1,353 人） 
評価指標② 補助園児数 1,391 人（前年度 1,353 人） 
評価結果及び 
今後の方向性 

保護者の経済的負担を軽減する有効な手段の一つとなっているた

め、引き続き実施していくことが必要と思われる。 
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その他の事業 

・ 学校間交流推進事業（教育指導課） 

・ 青少年健全育成事業（生涯学習課） 

・ 子どもセンター運営事業（生涯学習課） 

・ 子どもの居場所づくり推進事業（生涯学習課） 

・ 小中学校大規模改造事業（学校施設課） 

・ 児童生徒遠距離通学費補助事業（教育指導課） 

・ 思春期の児童生徒の悩みに対する支援事業（教育指導課） 

・ 問題を抱える子ども等の自立支援事業（教育指導課） 

・ 大栄幼稚園管理運営事業（学務課） 

・ 教育資金利子補給事業（教育総務課） 

・ 高等学校等開放講座開催事業（生涯学習課） 

ほか 
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柱 3 生涯を通して学びスポーツができる環境づくりを推進する 
施策の方向 

・ 生涯学習内容の充実 

・ 文化芸術活動の推進 

・ 生涯学習活動に関する支援 

・ 生涯学習施設の充実 

・ 生涯学習の推進体制づくり 

・ 地域に根ざしたスポーツ活動の促進 

・ スポーツを通じた交流の促進 

・ スポーツ活動の基盤の充実 

 

総 合 評 価 A 目標達成に向けて順調に進んでいる 

評 価 所 見

地域におけるスポーツ活動が活性化してきており、市町村合併

の効果が形として現われつつあるように思う。今後、地域の中の

リーダーをどのように育成していくかが課題だと思う。 
図書館の祝日開館も検討しているようだが、高齢者が増加して

いく状況を考えると、分館についても更に充実させてほしい。 
大栄地区の野球場はかなり大規模な事業となるので、完成後の

有効活用に努めてほしい。 
教育委員会では非常に多くの事業を実施しており、その費用も

多額であるのに、活動内容を市民が知らないケースもかなりある

と思う。教育委員会の広報活動が足らないのではないかと思う。

評価指標：A 目標達成に向けて順調に進んでいる 
B 一部に課題が認められるが概ね目標に進んでいる 
C 課題が生じ目標達成は困難である 
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個別事業 
事業名 生涯大学院運営事業 
担当課 生涯学習課 H19 年度事業費 3,642 千円

H19 年度事業内容 

60 歳以上の人を対象に、年間 40 回程度の講座を 3 年間実施。1 年生

74 名、2 年生 50 名、3 年生 45 名。 
教養講座 25 回程度×3 学年（計 4 クラス）（歴史・健康・環境・移動

教室等） 
専門講座 15 回程度×4 講座（園芸・陶芸・書道・油絵） 
その他課外活動（学園祭・グラウンドゴルフ・広報紙の編集等） 

評価指標① 当該年度入学者数 80 名（前年度 50 名） 
評価指標② 当該年度卒業者数 45 名（前年度 49 名） 

評価結果及び 
今後の方向性 

高齢者が健康で文化的な生活を送ることが出来るようなサービスを

提供し、高齢者の新たなコミュニティーの中心となるよう、継続した

サービスを提供していかなければならないと考える。また、団塊の世

代が定年を迎えるにあたって、より一層の入学希望者の増加が見込ま

れるが、新校舎に移り利便性の向上や入学定員倍増などのサービス向

上にあたっている。 

 
事業名 明治大学・成田社会人大学運営事業 
担当課 生涯学習課 H19 年度事業費 5,538 千円

H19 年度事業内容 

国際的な諸問題などを学ぶ「国際社会課程」、国内・地域の諸問題な

どを学ぶ「地域社会課程」、身の回りの植物・農作物や環境の諸問題な

どを学ぶ「緑地環境課程」の 3 講座で、基本的に 5 月から 11 月までの

期間の 10 回連続講座になっている。 
受講者数 210 人 修了者 171 人 

評価指標① 講座数 33 講座（前年度 31 講座） 
評価指標② 受講生数 210 人（前年度 201 人） 
評価結果及び 
今後の方向性 

市民のニーズに合わせ学習内容や学習形態を充実させるとともに、

応募者全員が受講できることを目指した工夫をする。 
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事業名 公民館講座教室等開催事業 
担当課 公民館 H19 年度事業費 2,827 千円

H19 年度事業内容 

地域の特色を考慮しながら、こどもから高齢者までを対象とし、生

涯学習のねらいを達成すべく積極的に講座・教室、体験学習等を開催

した。 
講座・教室回数 394 回 
定員数 1,686 人 
受講者数 2,174 人 

評価指標① 講座・教室開催回数 394 回（前年度 353 回） 
評価指標② 受講者数 2,174 人（前年度 1,591 人） 
評価結果及び 
今後の方向性 

公民館事業の中で中心となる事業であり、隣接の市町村と同程度の

事業を実施していることから維持継続とする。 

 
事業名 図書購入事業 
担当課 図書館 H19 年度事業費 100,664 千円

H19 年度事業内容 

社会の要求に適合した資料の整備に努めるとともに、生涯学習施設と

しての役割を果たす資料を提供した。 
図書（51,127 冊）、雑誌（495 種）、新聞（33 紙）、追録（6 誌）、視聴

覚資料（422 点）、マイクロフィルム（90 リール） 
評価指標① 図書購入数 51,127 冊（前年度 49,806 冊）

評価指標② 蔵書数 799,979 冊（前年度 793,877 冊）

評価結果及び 
今後の方向性 

19 年度の蔵書回転率は 1.7 回、市民 1 人当りの貸出冊数は 11.1 冊と

平年どおりである。今後も引続き市民のニーズにあった図書購入を継

続していく。 

 
事業名 図書館事業 
担当課 図書館 H19 年度事業費 92,145 千円

H19 年度事業内容 

・ 図書館資料の管理及び貸出サービス 
・ 自動貸出機導入 
・ ブックディテクションシステム導入（不明本対策） 
・ インターネット予約開始 
・ 子どもの読書活動推進事業 
・ 図書館講座の実施 

評価指標① 図書貸出冊数 1,301,293 冊（前年度 1,356,602 冊）

評価指標② 図書館利用者数 307,686 人（前年度 264,485 人）

評価結果及び 
今後の方向性 

図書館が地域を支える情報拠点となるよう、住民の生活、仕事、行政、

学校、産業など各分野の課題解決を支援する相談・情報提供の機能を一

層強化するとともに、子どもの読書活動推進のためのさまざまな事業を

今後も継続していく必要がある。 
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事業名 国際文化会館管理運営事業 
担当課 生涯学習課 H19 年度事業費 145,744 千円

H19 年度事業内容 
財団法人成田市教育文化振興財団を指定管理者とし、国際文化会館

管理運営の委託を実施した。 
評価指標① 延べ開館日数 302 日（前年度 292 日） 
評価指標② 延べ利用者数 180,648 人（前年度 201,877 人）

評価結果及び 
今後の方向性 

市民が地域文化を愛し、次代を担う心豊かな人材を育む生涯学習施

設である成田国際文化会館の管理運営は、今後も適切に行う必要があ

るため、本事業を維持継続していく必要がある。 

 
事業名 公民館施設維持管理事業 
担当課 公民館 H19 年度事業費 288,098 千円

H19 年度事業内容 

公民館 13 館の維持管理 
・ 中央公民館空調機改修工事等 81,579,535 円 
・ 施設修繕 115 件 18,806,843 円 
・ 委託 37 件 79,674,587 円 
・ その他 

評価指標① 開館日数（13 館合計） 3,858 日（前年度 3,857 日） 
評価指標② 来館者数（13 館合計） 318,432 人（前年度 286,983 人）

評価結果及び 
今後の方向性 

市全体として、施設の維持修繕についての指針が立てられていない。

修繕が遅れることにより、建物の寿命・安全性に悪影響を及ぼす傾向

がある。構造別に主要箇所・設備の更新(修繕)サイクルの指針(基準)を
定め、建築から解体まで計画的に維持管理を行う必要がある。 

 
事業名 公民館大規模改修事業 
担当課 公民館 H19 年度事業費 11,025 千円

H19 年度事業内容 
橋賀台公民館大規模改修事業 
・ 空調設備改修工事設計業務委託 
・ 空調設備改修工事 

評価指標① 工事件数 1 件（前年度 なし） 
評価指標② --- ---（前年度---） 
評価結果及び 
今後の方向性 

平成 20 年度から大規模改修事業に下総公民館施設整備事業を統合

して、事業の効率化等を図る。 
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事業名 各種大会教室等の開催事業 
担当課 生涯スポーツ課 H19 年度事業費 2,410 千円

H19 年度事業内容 

自主的なスポーツ活動を促進し、市民の幅広い交流を進め、健康で

活力に満ちた豊かな生活をおくるためのスポーツ振興を図る。 
・ 成田ＰＯＰラン大会（11 月 4 日実施、参加者 3,108 人） 
・ 近隣中学校野球大会（4 月 14・15・21 日実施、参加者 17 チーム）

・ 小学生相撲大会（9 月 24 日実施、団体戦 8 チーム、個人戦 144 名

参加） 
・ スポーツ教室（中学生剣道教室）（2 月 10 日実施、参加者 74 名）

評価指標① 大会・教室開催数 4 回（前年度 4 回） 
評価指標② 参加者数 3,666 人（前年度 3,393 人） 

評価結果及び 
今後の方向性 

「スポーツ健康都市宣言」の理念にのっとり、市民のスポーツ活動や

健康づくり及び市民相互の親睦や交流のための地域に根ざしたスポー

ツ活動を促進する必要がある。スポーツに造詣の深い方に講演会、講

習会、教室開催依頼・委託するなど、だれもが気軽にスポーツを楽し

める環境づくりに努める。 

 
事業名 スポーツ広場等整備事業 
担当課 生涯スポーツ課 H19 年度事業費 53,633 千円

H19 年度事業内容 
市民の健康増進及びスポーツ活動の促進を図るため、スポーツ広場

を整備する。 
評価指標① 新規整備箇所数 1 箇所（前年度 1 箇所） 
評価指標② 改修整備箇所数 なし（前年度 1 箇所） 

評価結果及び 
今後の方向性 

市民が生涯にわたって活発にスポーツ活動を行うことができるよ

う、地域のスポーツ環境の整備を推進する。今後は１地区１スポーツ

広場設置の趣旨から、ＮＴスポーツ広場、公津スポーツ広場、成田ス

ポーツ広場等の整備が緊急の課題となっており事業を拡大していかな

ければならないと考える。 

 
事業名 健康づくり運動「健康ちば 21」推進事業 
担当課 生涯スポーツ課 H19 年度事業費 5,204 千円

H19 年度事業内容 
市民スポーツの祭典として、市民運動会を開催し、健康増進、市民

相互の親睦を図った。また、健康ちば推進員連協の行う各種事業に助

成し、市民の健康づくり・体力づくりに寄与した。 
評価指標① 運動会関連事業実施回数 3 回（前年度 4 回） 
評価指標② 参加者数 10,199 人（前年度 10,191 人）

評価結果及び 
今後の方向性 

本市のスポーツ振興の指針となる成田市生涯スポーツマスタープラ

ンの基本理念を具体化させるには必要な事業。特に、「市民誰もが参加

できる」「交流の促進」の実現に大きく貢献している。 
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事業名 運動公園管理事業 
担当課 生涯スポーツ課 H19 年度事業費 173,508 千円

H19 年度事業内容 
市民の健康増進及び憩いの場・スポーツ拠点施設である中台運動公

園、大谷津運動運動公園、下総運動公園の管理運営をする。 
評価指標① 年間利用可能日数（中台、大谷津） 364 日（前年度 351 日） 
評価指標② 年間利用者数（中台、大谷津） 374,569 人（前年度 345,506 人）

評価結果及び 
今後の方向性 

市民がスポーツを通じて健康の保持増進を図ることのできる環境を

整えるため維持継続したい。 

 
事業名 野球場整備事業 
担当課 生涯スポーツ課 H19 年度事業費 20,146 千円

H19 年度事業内容 
スポーツ・レクリエーション活動の場として、大栄地区に野球場を

整備する。 
評価指標① 整備箇所数 1 箇所（前年度 なし） 
評価指標② --- ---（前年度---） 
評価結果及び 
今後の方向性 

2010 年に開催されるゆめ半島ちば国体の会場となっており、その整

備は急務である。 

 

その他の事業 

・ 青少年劇場開催事業（生涯学習課） 

・ 市民文化祭開催事業（生涯学習課） 

・ 公民館まつり事業（公民館） 

・ 文化振興マスタープラン策定事業（生涯学習課） 

・ 公民館だより発行事業（公民館） 

・ 市民活動支援サイト運営事業（生涯学習課） 

・ 国際文化会館施設整備事業（生涯学習課） 

・ 生涯学習人材活用事業（生涯学習課） 

・ 社会教育団体活動育成事業（生涯学習課） 

・ 文化団体育成事業（生涯学習課） 

・ 視聴覚教育研修事業（図書館） 

・ 運動公園整備事業（生涯スポーツ課） 

ほか 

 


